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訓　　　　　令

監　査　公　表

監査公表第3号

　地方自治法第199条第12項の規定に基づき管理者から措置を講じた旨の通知があったので、同項の規定によりその内容を

公表する。

　　平成30年 7 月13日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名古屋港管理組合監査委員　岡　本　善　博

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同　　　　　　　　　　　　黒　川　和　博

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同　　　　　　　　　　　　篠　田　信　示

　平成30年監査公表第1号分

監　査　結　果 措　　　　　置

指摘事項

　〈支出事務〉

　ア　超過勤務手当において、未支給及び過支給となって

　　いるものがあった。

　　　該当箇所　総務部、港営部、建設部

指摘事項

　〈支出事務〉

　ア　総務部

　　　過支給については、平成30年2 月 13日及び平成30

　　年 2 月14日に戻入及び歳入の措置を講じた。

　　　今後の防止改善策として、課内周知を徹底し、庶

　　務事務システム誤入力を防止するとともに各申請の

　　確認に努めていく。

　　　港営部

　　　未支給については、平成30年 2 月 8 日に追給の措

　　置を講じた。

　　　過支給については、平成30年 2 月 7 日に戻入の措

　　置を講じた。

訓 令 第 一 号

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
組 合 内 一 般

　
被 服 貸 与 規 程 ︵ 昭 和 四 十 六 年 訓 令 第 四 号 ︶ の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 　
平 成 三 十 年 七 月 十 三 日

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
名 古 屋 港 管 理 組 合 管 理 者

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
名 古 屋 市 長
　
河 村
　
た か し

　 別 表 類 別 第 十 四 号 中 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
  を 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

に 改 め る 。

　 　 　 附 　 則

　 ︵ 施 行 期 日 等 ︶

１ 　 こ の 訓 令 は 、 平 成 三 十 年 七 月 十 三 日 か ら 施 行 し 、 こ の 訓 令 に よ る 改 正 後 の 被 服 貸 与 規 程 の 規 定 は 、 同 年 五 月 三 十 一 日 ︵ 以

　 下 ﹁ 適 用 日 ﹂ と い う 。 ︶ か ら 適 用 す る 。

　 ︵ 経 過 措 置 ︶

２ 　 こ の 訓 令 に よ る 改 正 前 の 被 服 貸 与 規 程 の 規 定 に 基 づ き 適 用 日 前 に 職 員 に 貸 与 さ れ て い る 安 全 靴 ︵ 半 長 靴 ︶ の 取 扱 い に つ

　 い て は 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。

安全靴（半長靴）   1   4 安全靴（半長靴）   1   10

﹁ ﹁

﹂ ﹂
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　イ　在勤地出張に係る旅費において、未支給、支給不足 

　　及び過支給となっているものがあった。

　　　該当箇所　総務部、港営部、建設部

　　　今後の防止改善策として、関係規程等の周知を図

　　るとともに、複数職員による確認を徹底する。

　　　建設部

　　　過支給については、平成30年 4 月27日及び平成30

　　年 5 月 2 日に戻入及び歳入の措置を講じた。

　　　今後の防止改善策として、所属職員に関係規程の

　　周知を図って申請精度を向上させるとともに、複数

　　職員による承認時の確認を徹底するものとする。

　イ　総務部

　　　支給不足については、平成30年 2 月15日に追給の

　　措置を講じた。

　　　今後の防止改善策として、課内周知を徹底し、庶

　　務事務システム誤入力を防止するとともに各申請の

　　確認に努めていく。

　　　港営部

　　　未支給については、平成30年 １ 月12日及び平成30

　　年 1 月22日に追給の措置を講じた。

　　　支給不足については、平成29年12月 7 日及び平成

　　29年12月12日に追給の措置を講じた。

　　　過支給については、平成30年 1 月18日に戻入の措

　　置を講じた。

　　　今後の防止改善策として、関係規程等の周知を図

　　るとともに、複数職員による確認を徹底する。

　　　建設部

　　　未支給については、平成29年12月11日に追給の措

　　置を、過支給については、平成29年12月26日、平成

　　30年 1 月19日及び平成30年 4 月23日に戻入及び歳入

　　の措置を講じた。

　　　今後の防止改善策として、所属職員に関係規程の

　　周知を図って申請制度を向上させるとともに、複数

　　職員による承認時の確認を徹底するものとする。

　名古屋港審議会委員の委嘱を、下記の者は解かれた。

　　　　　𠮷　川　廣　一 (　6 月　7 日 )

　名古屋港審議会委員に、下記の者が委嘱された。

　　　　　上　原　　　雅 (　6 月  18日 )

発行所　名古屋市港区港町１番11号

名古屋港管理組合

審 議 会 事 項


